＜骨格提言をまとめるに当たっての基本的な考え方について＞

（太田委員）これまでの議論の中で、コンセンサスを得ているものや部会内で合意するものは何かの確認をし、また相違点は何であるかを明確にしてほしい。

（東担当室長）今年3月に当部会がまとめた「論点中間整理」を参考にする。どこまでのレベルまで合意するかを区切るのは難しい。差別禁止法の策定については、100％合意されている。

（太田委員）「論点中間整理」は意見の羅列であって、「合意した」とは書かれていない。

（東担当室長）合意点をどこでまとめるのかをギリギリ詰めていくと、かなり厳しい作業になると予想される。

（松井委員）障がい者制度改革推進会議・総合福祉部会による骨格提言と法律（障害者総合支援法）には内容にギャップがあったが、そうならないような担保はあるのだろうか。

（東担当室長）総合支援法案が国会に上程されるまで障がい者制度改革推進会議を開いて、委員から意見を求めてきた。今回もそうした流れになるだろう。

（西村委員）意見が分かれる点について、まとまらない場合の取扱いは両論併記が一般的だと思うが、障害者権利条約批准のための法整備であるならば、同条約が何を示しているかを一つの論点にしながらまとめるのもいいのではないか。

（東担当室長）基本的な、主要な幹の部分で合意していれば、「合意している」と解すべきだと考える。主要な幹の部分がどこであるかに関しては、部会三役で検討いただくのはどうであろうか。

（池原委員）両論併記ではなく、部会としての意見を出すべき。少数意見についてはその理由を示した上で骨格提言に反映したほうが、内閣法制局にも理解が得られやすいと思う。

（伊藤委員）差別禁止法の骨格提言は、条文そのものではないと理解している。出来上がる法案とのギャップがないよう、許容される範囲が分かるような文章化をお願いする。意見が分かれた場合は、とにかく議論を尽くすことを求めたい。また、雇用・労働分野でいえば労働政策審議会（障害者雇用分科会）の議論も関係する。労政審と差別禁止部会が互いに議論状況を把握、報告し、すり合わせていくという作業を引き続き行っていただきたい。

（棟居部会長）政治家等から「差別禁止法の立法事実は何か」あるいは「差別を禁止するというよりモラルの問題ではないか」という質問がある場合は、説得をしなくてはならない。単に権利条約を批准するためという理由だけではなく、法の内容が私人間に関わるために部会での専門的な議論をいかに噛み砕いて分かりやすい言葉にしていくかが求められる。

（西村委員）生活保護を取り巻く議論から分かるように、世論だけに惑わされる必要はない。差別しないことをマナーからルールにしていくべきであり、社会のルールとして多くの人に周知する役割を含めて考えることが重要だ。

（棟居部会長）骨格提言には、共通の言葉や理念が必要だ。この部会には世間に向かってそれを示す責任があるということだ。

（遠藤オブザーバー）条文化のイメージで濃淡はあるが、皆さんの想いを合意している限り書き込んでいけばいいのでは。少数意見を載せることも民主的プロセスでは必要である。また、部会三役を中心としてまとめの原案を作成するとしてもそれをもって確定ではなく、たたき台であることを踏まえて議論をお願いしたい。

＜骨格提言の柱立てについて＞

（引馬協力員）オーストラリアやEUでは、家族等の関係者も障害差別の対象に含めている。また、フランスやオーストリアでは関係者も合理的配慮の対象に含まれるとしている。部会での議論がどうなるか分からないが、法の名称として「障害者」ではなく、「障害」差別禁止法が考えられるのではないか。

（山本委員）差別した場合どういうことが起こり得るのか、司法効果について法に盛り込むかどうかの議論が必要である。民事法においては国の公法で差別してはならないとされていても、私人間においてはそれが適用されないという学説がある。

（東担当室長）差別禁止法を民事法的なものとして考えてきたが、ご指摘の点を含めて今後、十分な検討が必要である。

（西村委員）議論は様々あるが、新しい法を作ることはかくも難しいことなのだろうか。差別禁止法を制定することは当事者として今、失われている権利を持つということだ。（同法を策定するという）同じゴールをめざすことに合意がなければ、骨格提言をまとめることはできない。

（伊東委員）西村委員に賛同したい。本来、あるべき権利を修復するということだ。法律論や制度論ではなく、社会生活の原点に立たなければならない。

（太田委員）他の人と平等に生きていきたいだけだ。机の高さを車椅子に合わせてほしいとか、車椅子でも仕事ができるような通路を確保してほしいとかそうした視点で考えてほしい。

＜差別禁止法の基礎的理解に向けて＞

　「多くの人は障害者に思いやりを持っており、このような社会意識の上に立って人権教育や啓発を進めていけば、差別禁止法を作らなくても、差別をなくしていくことができるのではないか」「差別に当たる行為をした場合には、処罰されることになるのか」など、骨格提言をまとめるにあたり多くの人々から出ると予想される差別禁止法に関する意見や質問が30項目にまとめられ、担当室から示された。

（西村委員）国民的理解を求めるために、Ｑ＆Ａ形式で示されたこうした意見や質問を当事者が発信すべきであり、このＱ＆Ａを支持したい。

（東担当室長）差別禁止法は処罰するものではなく、行為の物差しつまり何が差別なのかを理解するための手段を作ることであり、差別禁止法の大事な部分である。この行為準則は、救済の目安になる。

（大谷委員）女性差別撤廃条約が作られるときもかなりの抵抗があった。「なぜ家庭内の事柄に条約が入ってくるのか」と。最近になって「イクメン」という言葉が出てきたが、男が育児をするまでに30年かかった。「個人間の事案に法が入り込んで、強制するのか」という抵抗感はあると思う。今回の差別禁止法ではＱ＆Ａを使って丁寧に説明しなければ、法を作らせないという横槍が入るのではないか。

（川島委員）条約の批准だけではなく、啓蒙という意味からＱ＆Ａは非常に重要である。また、「差別になる、ならない」事例が各論のテーマごとに3、4個あれば条文理解に役立つ。

（東担当室長）法案が出来た時点でＱ＆Ａや想定事例は必要であるが、今回示したのは骨格提言に（その要素を）いかに盛り込むかという趣旨である。これらの30項目は、多くの人々が抱く疑問を想定しており、その答えを導き出すことにより骨格提言を作り上げていくことにつながると考える。

（川島委員）骨格提言の中にも事例があったほうがよいのでは。文章だけでは理解しにくい。

（山本委員）Ｑ＆Ａの30項目に加えて、「他にもいろんな差別があるが、なぜ『障害に基づく』差別に限っているのか」という質問は出てくるであろう。

（西村委員）障害者権利条約の批准はいつごろになりそうか。

（東担当室長）担当は外務省であるため、いつになるかの見通しは立っていない。差別禁止法が出来てからというこになるが、これは

あくまで当部会の認識である。

　次回開催は7月13日の予定である。障害者政策委員会が開催されていないため次回も障がい者制度改革推進会議の部会として行われ、骨格提言の具体的な内容の議論に入る。
